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１. はじめに 

 

近年，阪神･淡路大震災，新潟中越地震，能登半島地震

などの大規模地震により，橋梁やトンネルなどの道路施設

が破壊される事象が多発している．こうした道路施設の損壊

は，施設本体の物的損失や施設損壊に起因する人的損失

といった直接的損失のみならず，迂回交通の発生，トリップ

中止の発生，住民生活の快適性の低下といった間接的損失

をもたらす．近い将来，東南海地震や首都直下地震などの

大規模地震が想定されており，政府や地方自治体による防

災計画や災害復旧計画の策定が急務である． 

長江ら1)は，GISと利用者均衡配分モデルを活用し，ある

耐震化戦略のパフォーマンスをライフサイクル費用(LCC: L

ife Cycle Cost)を用いてシステマティックに評価するための

枠組を提案した．しかし，この研究では，耐震化の対象とな

る道路施設集合が与えられた下で，耐震化を行ったときの

対費用効果を分析したに過ぎない．そこで，本研究では，

長江らの枠組を，望ましい耐震化戦略を求める問題へと拡

張する．このような耐震化計画は均衡制約条件付の0-1整数

計画問題であるため，その解の性質の分析や，厳密解法の

開発が極めて困難である．そこで，本研究では，論理構造

が理解しやすく，望ましい耐震戦略を求める手続きが容易

に実行可能であるようなヒューリスティックを提案する．本稿

は以下のように構成される．まず，２.ではモデルの枠組を示

し，モデルを定式化する．続く３.においてモデルの解法を

示す．最後に，0. で結論を述べる． 

 

２. モデルの枠組と定式化 
 

本節では，対象とするネットワークとその上の橋梁，リスク

源としての地震シナリオについて述べる．まず，対象とする

道路ネットワークの位相構造を，ノード集合N ，有向リンク

集合Lから構成される有向グラフで表現する．誤解を恐れ

ず荒っぽく表現すれば，ノードは“交差点”に対応し，リンク

は“道路区間”に対応する．平常時に発生する交通需要は，

その起点・終点ノードの組ごとに区別される．起終点ペアの

集合をODで表し，OD交通量をqで表す．このネットワーク

の位相構造を表す有向グラフ，（平常時）交通需要qに加え

て，リンクの性能（e.g. 道路長，容量，通行料金など）をまと

めて“配分ネットワーク・モデル”と呼ぶ． 

次に，対象とする道路ネットワーク上に存在する橋梁の集

合をB で表す．それぞれの橋梁は，高々一本の道路リンク

上にしか含まれないものとする（i.e. 複数のリンクにまたがる

橋梁は存在しない）．道路リンク l上に存在する橋梁群を lB

で表し，橋梁bを含むリンクを bl で表す． 

最後に，対象とする道路ネットワークに影響を及ぼすこと

が想定される地震事象（シナリオ）の集合を S と表し，地震

事象 sの年間生起確率を所与の定数 1)(0 << sλ で表す．

各地震事象は独立であるとする．ある地震シナリオ sにおい

て橋梁b に作用する地震外力の大きさを )(sFb で表し，

)}({)( sFsF b≡ を地震シナリオ sにおける地震外力分布と

呼ぶ． 

上述の配分ネットワーク・モデル，橋梁集合および地震外

力分布を特定化するためのデータは，本来，それぞれ全く

異なるデータ構造を持つ．例えば，配分ネットワーク・モデ

ルでは交通費用や道路利用状態をシステマティックに計量

するために空間的情報を捨象しているが，ある橋梁bが損

壊したときに利用不可能となるリンク bl を決定するためには

当該道路リンクおよび各橋梁の地理的座標が必要である．

そこで，本章では，これらのデータを整合的に扱うために地

理情報システム(GIS: Geographical Information  System)を

用いる．図図図図 1はそのデータ構造を示す．GIS上のデータは，

交差点，路線，道路橋，地震強度の分布などを，緯度と経度

（あるいはメッシュコード）からなる共通の座標空間上に表現

したマップ（あるいはレイヤー）である．街路マップおよび道

路橋マップは，それぞれ，街路リンクおよび道路橋を識別

する地物IDと，その地物の基準座標（緯度，経度）の組によ

って構成される．地震強度マップは，対象地域で想定される

地震シナリオごとに用意され，それぞれ，当該地域内の第3

次メッシュ区画（約1km四方）と，その区画における地震強度

の組によって構成される．なお，本研究では，ある地震シナ

リオの下で各メッシュに生じる地震外力（SI’:当該橋梁の基

盤面における阪神高速道路公団修正スペクトル強度）は，

街路リンクID リンクID

配分ネットワーク

街路マップ

道路橋マップ

地震強度マップ

有向グラフ

街路=配分
対応表

地理情報システム

容量 料金リンクID

起点ノード 終点ノード OD需要

リンク性能

OD交通需要

図図図図 1 データ構造 

*キーワーズ：防災計画，GIS，変動需要型利用者均衡配分 

** 正員，博士(情報科学)， 

電気通信大学大学院情報システム学研究科 

（調布市調布ヶ丘1-5-1） 

*** 学生員，工修，西日本電信電話株式会社 

**** 正員，工博，神戸大学大学院工学研究科 

（神戸市灘区六甲台町1-1） 



安中ら2)の距離減衰式を用いて評価される．このGIS上の街

路マップと配分ネットワーク・モデルのリンクとは“街路=配分

対応表”によって１対１に対応づけられている．これにより，

各地震シナリオの下で発生する交通費用の計量が可能とな

る． 

ある橋梁bが地震外力を受けたとき，その外力 )(sFb の

大きさに応じた確率で「損壊（ Fdb = ）」もしくは「損傷なし

( Sdb = )」のいずれかの状態を確率的に取るものとする．あ

る外力を受けた橋梁が損壊する確率は，橋梁の耐震性能に

よって決定される．本研究では，限られたデータを用いて判

りやすい分析手法を提案する目的から，以下の２つの仮定

をおく：第１に，耐震性能として「低レベル（ Lub = ）」と「高

レベル( Hub = )」の２つのみを想定する．第２に，現状（＝

耐震化を行わない）における全ての橋梁は等しく「低レベ

ル」の耐震性能を有し，耐震化された橋梁は全て「高レベ

ル」の耐震性能を有するものとする．以下では，耐震性能

bu をもつ橋梁bが地震事象 sの下で損壊する確率(フラジ

リティ･カーブ)を ),( bb usψ で表す．耐震化戦略を，各橋梁

について「耐震化する（高レベルの耐震性能を付与する；

Hub = ）」あるいは「耐震化しない（低レベルの耐震性能を

付与する； Lub = ）」のいずれかを選んだ組み合わせの一

つとして定義し，ベクトル { }bu≡u で表す．耐震化戦略の集

合をUで表す． 

各リンクは，それに含まれる橋梁の全てが損壊していな

いときにのみ利用可能であるとし，そうでなければ発災後利

用できなくなるものと仮定する．リンク lの被災状態を lv （被

災して利用できないとき 1=lv ，そうでなければ 0=lv ）で

表す．リンクの被災パタンをベクトル { }lv≡v で表し，その集

合をV で表す．耐震化戦略uの下で地震事象 sが生起し

たとき，集合V 内のいずれかのリンク被災パタンが確率的

に生起する．このときのリンク被災パタン vの生起確率を

),|( uv sp で表す．この生起確率は上述したフラジリティ・カ

ーブ{ }),( bb usψ から計算される． 

一部のリンクが被災したネットワークでは，平常時と異なる

交通利用パタンが生じ，結果，利用者は平常時よりも高い不

便益を被る．この不便益の増加分を，以降では，（被災ネット

ワークで発生する）交通費用と呼ぶ．本研究では，この交通

費用が以下の3つの要素から構成されると仮定する：①旅行

費用：交通集中によって交通利用者が被る総走行時間（各

車両の走行時間の和）の増加；②トリップ不可能費用：経路

が途絶したことでトリップできない利用者が被る不便益；③ト

リップ中止費用：極度の混雑によってトリップを諦めざるを得

なくなった利用者が被る不便益．これら3つの要素をシステ

マティックに評価する方法として，本章では，変動需要型利

用者均衡配分モデルを用いる．通常，UE/EDモデルを実装

するためには全ての起終点ペアについて，その交通需要

関数を推計する必要がある．しかし，交通需要は，産業構造，

立地選択行動，財・サービスの需要・供給や輸送行動など

に依存するため，災害後の需要関数を推計することは極め

て困難である．そこで，本章では，現存するデータを有効に

活用し，恣意的な前提を最低限にとどめられる方法として，

階段型の交通需要関数を仮定する：利用者は起終点間の

費用が所与の定数Θより小さければ平常時と同じようにトリ
ップを行うが，費用がΘを超えた場合には一切トリップを行
わない．換言すれば，Θはトリップしないことで失われる便
益（機会費用）であり，起終点間費用がΘを超えたときには，
利用者はΘだけの費用を支払ってトリップしないことを選択
するのである． 

このUE/EDモデルを用いて計算されるリンク被災パタン

vの下での1日あたりの交通費用を )(vπ で表す．地震によ

って損壊しなかった橋梁は（あたかも地震外力を受けてい

ない橋梁と同様に）発災直後から利用可能とする．一方，地

震で損壊した橋梁は，発災から t∆ 日間（所与の定数）利用
できないものとする．従って，リンク被災パタン vの下で発

生する年間交通費用は tT ∆≡ )()( vv π で表される． 

本研究では，ある耐震化戦略uの下でのLCCが，①耐震

補強費用，②復旧費用および③交通費用で構成されると仮

定する．以下では，まず，ある耐震化戦略uの下でのこれら

の3つの要素の計量方法を述べ，次にLCCの計算方法を示

す．まず，耐震化戦略uを実現するために必要な耐震化補

強費用を ∑≡
b

bb uKK )()(u で表す．ここで， )( bb uK は，

橋梁bの耐震性能を bu にするために必要な費用である．

なお，後述するように，補強費用 )(uK は耐震化を行う時刻

に一括して支払われるストック変数である点に注意されたい． 

次に，復旧費用は，通常，橋梁ごとに異なる．その上，瓦

礫の撤去費用や資材調達費用には，撤去した瓦礫や資材

の輸送費用が含まれるため，本来，交通利用状況などに影

響される．しかし，本章では簡単のため，各橋梁bの復旧費

用は定数であるとしその値を br で表す．これより，耐震化戦

略uの下で地震事象sが生起したときの復旧費用の条件付

期待値は ∑≡
b

bbb russr ),(),( ψu で表される． 

最後に，耐震化戦略uの下で地震事象 sが生起したとき

の交通費用は年間交通費用の条件付期待値であるから， 

∑
∈

≡
Vv

vuvu )(),|(),( TspsT  (1) 

で表される．ここで， ),( usT を厳密に評価するためには全

てのリンク被災パタン vについて総和を取る必要がある点

に注意されたい．このことは，後述するように，ある耐震化戦

略に対するLCCを評価する際の重大な問題点となっている． 

地震事象１回あたりに発生する復旧費用 ),( usr および交

通費用 ),( usT は，それ自身は耐震化補強費用 )(uK と同

じく，ストック変数（単位：円）である．しかし，その期待値 

{ }∑ +(≡
s

srsTsf ),(),())( uuu λ  (2) 

は，単位時間あたりに発生するフロー変数（単位：円/年）とな

る．これは， )(sλ が“単位時間あたりの”生起確率であること

に起因する．毎年 )(uf だけの費用を支払い続けたときのス

ト ッ ク と しての費用は，年間利子率 ρ を用いて
( ){ } )(1 ufρρ+ と表せる．この金額は，利子だけで毎年

)(uf だけの費用を捻出するために積み立てなければなら

ない資金額とみなすこともできる．これより，耐震化戦略uの

下でのLCCは，以下の式で表される． 



{ }{ } )(),(),()(
1

)( uuuu KsrsTsLCC
s

+++≡ ∑ λ
ρ

ρ
 (3) 

上述の準備の下で，LCCを最小化にする耐震化戦略を

求める問題は，以下のように定式化できる． 

[P] )(.min u
Uu

LCC
∈

 

この問題は，それぞれの橋梁について「耐震化する

( Hub = )」もしくは「耐震化しない( Lub = )」のいずれかを

割り当てる0-1整数計画問題(0-1 IP: Integer Programming)

である．このことは，問題[P]の厳密解（が存在したとして）を

多項式時間内に計算できるアルゴリズムが存在しない(NP

困難である)ことを意味している．さらに，問題[P]の目的関数

を厳密に評価するためには，UE/EDモデルの解として

)(vT を求める必要がある点に注意されたい．このことは，

問題[P]が均衡制約つき最適化問題(MP/EC: Mathematical 

Program with Equilibrium Constraint)でもあることを意味し

ている．一般に，MP/ECは，その目的関数の凸性を保証で

きないため，大域的収束性が保証された数値解法が存在し

ない（i.e. 異なる初期条件を与えるごとに異なる解が得られ

うる）ことが知られている．従って，問題[P]は，均衡制約付0-

1整数計画問題(0-1 IP/EC)であり，その解(厳密解であれ近

似解であれ）を求めることが極めて困難である．そこで，次

章では，この問題点を克服するためのアプローチを示す． 
 

３. モデルの解法 

本研究では，最尤リンク被災パタンを用いて条件付交通

不便益 ),( usT を近似した上で，問題[P]の特性を活用して

戦略集合を縮約する接近法を採用する．以下では，まず(1)

で最尤リンク被災パタンを用いた交通不便益の近似方法に

ついて述べ，(2)で戦略集合の縮約方法について述べる． 
 

(1) 最尤リンク被災パタンを用いた目的関数の近似 

本研究では，以下の方法で条件付期待交通不便益

( )u,sT を近似的に求める：まず，戦略uのもとで地震シナリ

オ sを与件とした ( )u,sT を以下の式で近似する． 

),|*(),(*),( uvuu sTsTsT ≡≈  

ここで， ),(* uv s はシナリオ s ，戦略uのもとでの最尤リンク

被災パタンであり，以下の式で定義される： 

{ } 





 ∈≡≡

∈
Llsvsvs l

FSv
l

l

),|(.max.arg),(*),(*
,

uuuv ϕ   

すなわち，それぞれのリンク Ll ∈ について，最も発生確率

が大きい被災度を割り当てたものが最尤リンク被災パタンで

ある．この方法では，戦略とシナリオの組 ),( us について，1

度だけ利用者均衡配分を行えばよい．そのため，目的関数

を求めるための計算量を大幅に減らすことができる． 

以降では，この最尤パタンによって目的関数を近似する

方法を“最尤近似法”と呼ぶ．この手法には，以下の利点が

存在する．まず，交通不便益の近似値 ( )u,* sT と最尤リンク

被災パタンが1対1関係である．そのため，リンクの被災状況

が交通不便益に与える影響などの因果関係の分析が容易

である．次に， ( )u,* sT の計算方法が明確で，誰が計算し

ても同じ値を導出することができる．その際，シミュレーショ

ンの高速化・効率化やパラメタのチューニングといった“職

人技”を必要としないことも，実践上の利点と考えられる． 
 

（２） シナリオ別有向橋梁群と戦略集合の縮約 

本研究では，問題[P]の特性を活用して戦略集合を縮約

する方法を提案する．問題[P]において，戦略集合Uの規

模が大きすぎることが，実ネットワーク上における求解を困

難としている．この困難さは，個々の橋梁に「耐震化する」か

「耐震化しない」の耐震性能を割当てるスキームを採用する

限り，避けては通れない．そこで，本研究では，問題[P]の戦

略集合を“数え上げられる”規模にまで縮約する解法を提案

する．この方法は以下の3つの特徴を備える．第1に，後述

する問題[P]の確率的構造を明示的に活用できる．第2に，

高度な数学や特殊な知識を必要とせず，容易に理解できる．

最後に，計算手順が明確で，誰が計算しても同じ答えを導

ける． 

戦略集合を縮約するための具体的な手順は以下のように

まとめられる：まず，耐震化の対象となる橋梁（ s -有効橋梁）

を定義する．本研究では，耐震化することによって最尤状態

が変化しない橋梁は，耐震化の対象とはしない．以下では，

あるシナリオ sにおいて，耐震化することで最尤状態が変化

する橋梁を“ s -有効橋梁”と呼び，その集合を“ s -有効橋梁

群”と呼ぶ．このとき， s -有効橋梁群 )(sB は次のように定義

される： 

{ }5.0),(5.0),(|)( >=<=≡ LusandHusbsB bb ψψ
なお， s -有効橋梁群以外の橋梁を耐震化しても，目

的関数を最尤近似で求める限り，その効果は計量され

ないことに注意されたい． 

このようにして定義された s -有効橋梁群を用いれば，戦

略集合を縮約できる．具体的には，同じ橋梁群に含まれる

橋梁について，等しく同じ耐震性能を割り当てる．橋梁群ご

とに耐震性能を決定することにより，橋梁1つ1つに耐震性能

を決定する場合よりも，戦略数の規模を大幅に縮約すること

ができる：1つのシナリオに s -有効橋梁群は1つなので，地

震シナリオの数 ms = とすれば，戦略数は m2 個となる．

そのため，想定シナリオの数がそれほど多くなければ，全て

の戦略を数え上げて比較することが可能である． 

この手法が問題[P]の構造を活用した方法であることは，

以下のように説明される．例えば，この提案方法が①の構造

を活用した方法である理由は以下のように説明される．例え

ば，図図図図2のような2つのリンクと3つの橋梁で構成される道路

ネットワークを考えよう．対象区域でaとbの2つの独立な地震

シナリオを想定し，それぞれの生起確率は等しくλ であると
する．ただし，2つのシナリオが同時に生起することはないも

のとする．簡単のため，以下の3つの仮定をおく．まず，そ

れぞれのシナリオが生起したとき，各橋梁は「損傷なし」か

「損傷」のいずれかを“確定的”に取るものとする．すなわち，

耐震化されていない橋梁の（シナリオを与件とした）条件付

損壊確率は1もしくは0である．各シナリオが生起したときの

各橋梁の損壊状態を図図図図2の表に示す．次に，地震によるコス

トは起終点が途絶したときにのみ発生するとする．具体的に

は，リンク1および2の両方が利用できない場合にのみ社会

的費用C （所与の定数）が発生し，少なくとも一方利用でき

る場合にはコストは発生しないものとする．この社会的費用



は，適当な割引率によってストック換算されているものとする．

第3に，各橋梁は耐震化されることで，いずれの地震シナリ

オでも損壊しなくなるものとし，1橋梁あたりの耐震化費用を

K （所与の定数）とする． 

これらの仮定の下で，以下の6つの耐震化戦略を考える：

1) 橋梁1のみを耐震化；2)橋梁3のみを耐震化；3) 橋梁1お

よび2を耐震化；4)橋梁1および3を耐震化；5) 全ての橋梁を

耐震化；6) いずれの橋梁も耐震化しない． 

各橋梁は耐震化されない限り，シナリオaかbのいずれか

一方でのみ損壊する．これは，橋梁の損壊という確率事象

は，シナリオの生起という確率事象と極めて強い相関を持っ

ている．そして，この相関を無視した場合，明らかに不適切

な耐震化戦略が選ばれる．以下では，これを説明しよう．ま

ず，各地震シナリオと橋梁損壊の相関関係を無視した場合，

各橋梁の損壊確率はλ であるため，各戦略のLCCは表表表表1の

ように求められる．そのため，λ が十分に大きければ（i.e. 
3/1)/1(1 CK−−≥λ ）橋梁3のみを耐震化することでLCC

を最小化できる．しかし，図図図図2は，どちらのシナリオにおいて

も少なくとも1つの経路が存在することを意味している．従っ

て，このシナリオと橋梁損壊の相関関係を考慮した場合，ど

の橋梁も耐震化しないことLCCが最小化戦略となる． 

この例は，耐震化戦略を適切に縮約するためには，こうし

た橋梁損壊の確率的構造を考慮する必要があることを示唆

している．なお，上述の例は，一見，単純化されすぎている

ように思えるかもしれないが，その基本構造は，橋梁の条件

付損壊確率や交通混雑などの社会的費用を考慮した，より

一般的な場合にも共通である．以下に提案する手法では，

シナリオごとの有効橋梁群を用いることで，この損壊事象の

相関を明示的に活用できる． 

最後に，有効シナリオ群を用いればLCC計算を簡略化で

きることを示しておこう． s -有効橋梁が存在するシナリオ集

合を，有効シナリオ群 *S と定義する．本研究では，目的関

数を最尤リンク被災パタンで近似しているため，有効シナリ

オ群 *S 以外のシナリオは，LCCを算出する上で除外でき

る．具体的には，式(3)右辺の第1項は，シナリオ生起確率と，

シナリオ s および戦略 u の下での年間社会的不便益

),(),( uu srsT + の積を全シナリオ S にわたって足し合わ

せたものである．ここで， ),( usT を最尤リンク被災パタンで

近似する場合， s -有効橋梁が存在しないシナリオに関して

は， ),( usT は戦略uによらず一定となる．このようなシナリ

オにおける交通不便益および復旧費用を，それぞれ )(sT ，

)(sr とかけば，目的関数は次のように書き換えられる： 
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uuu
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すなわち，シナリオ *Ss∉ で発生するコストは戦略に

よらない定数項でしかなく，これを除外しても以降の分

析に影響は与えない．  

 

４. おわりに 

本研究では，耐震補強に要する投資費用と，地震時に生

じ不便益を明示的に考慮した道路ネットワークの耐震化計

画のための枠組を提案した．紙面の都合上省略した具体的

な適用例については発表会で報告する予定である． 
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表表表表 1111 相関を無視したときの各戦略のLCC    

戦略 耐震化される橋梁 LCC 

1 橋梁1 CK ])1(1[ 2λ−−+  

2 橋梁3 K  

3 橋梁1と2 K2  

4 橋梁1と3 CK λ+2  

5 橋梁1, 2および3 K3  

6 なし C])1(1[ 3λ−−  

 

橋梁 1 橋梁 2 

橋梁 3 
D

リンク 1 

リンク 2

O 

 

 橋梁1 橋梁2 橋梁3 

シナリオa 損傷なし 損傷 損傷 

シナリオb 損傷 損傷なし 損傷なし 

図図図図 2222 橋梁被害のシナリオ内相関の例 


